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ITS地域交流会 in熊本　講演者・話題提供者よりの寄稿

ITS地域交流会 in熊本のワークショップを振り返って 遅い交通とまちづくり ～中心市街地における都市改変事業の取り組み～
熊本大学大学院自然科学研究科 教授　溝上章志 　愛媛県松山市都市整備部都市政策課 主幹　石井朋紀

　ITSは、当初、人と道路と車両とを高度な情報通信技術
で繋ぐことによって、主として道路上の自動車交通が抱え
る事故や渋滞、環境問題などの課題を解決するシステムと
して開発が始まった。しかし、近年では人々の豊かな生活
や産業･文化の発展など、持続可能なモビリティ社会を支
える、より広範囲な技術までも包含したものとなってい
る。その中でも、地域の公共交通サービスの向上と利用者
の増加に果たす役割に対する期待は大きい。
　自動車ドライバーに対して混雑情報を提供することに
より、道路交通需要を時・空間的に分散・平準化させる
VICSなどのITSは、TDM（Travel Demand Managent：
交通環境の変更により交通行動を誘導して都市レベルの道
路交通混雑を緩和する方法）の申し子であった。しかし、
需要が薄い地域の公共交通の場合は、乗り換えや到着予測
時刻などの情報提供によって如何に利用需要を時･空間的
に束ねて集中化させるかが重要である。それも、高度な情
報通信システムではなく、ちょっとしたアイデアでこれら
の要請を実現しなければ社会的効率性の視点から言っても
実装はできない。
　第5回ITS地域交流会in熊本では、公共交通のサービス
向上と利用者獲得へのITSの貢献を目指し、第Ⅰ部の基調
講演の後、第Ⅱ部ではキーワードが「地域が求める」、「遅
い交通」、「簡易」、「利用者側にたった情報」などの事例紹
介が行われた。これらを受けて、第Ⅲ部では「知恵と工夫
とアイデアで豊かにできる地域の交通」と題したワーク
ショップを展開した。そこでは、ITSという言葉は知って
いるが、その技術水準は高度でないとITSとは言わないの
ではないか、今使っている種々の装置やサービスは果たし
てITSと呼んで良いのか、公共交通サービスへのITS技術
の実装の例はあるのかなどの疑問が呈された。しかし、重
要なのはITSはあくまで移動・生活の質を支えるツールで
あり、大事なのはそれを使って何をするのか、どういう
サービスを市民に提供したいのかを明らかにすることであ
る。地域公共交通総合連携計画などでこれらを十分に議論
した後、既存の技術を掘り起こしたり、どのような新たな
ITS技術を開発してまちに実装していくのかを考えたりし
ていくことが重要である。
　たとえば、事例紹介の中の「地域が求める公共交通へ〜
予約型乗り合いタクシーの取り組み〜（熊本県長洲町）」は
参考になる。各地で導入されている乗り合いタクシーであ
るが、定時定経路定額型や完全デマンドレスポンス型な
ど、その型は様々である。前者はその導入が簡単であるた
め、廃止バス路線の代替輸送サービスとして、とりあえず
導入しておくには可も否もないシステムかもしれない。一

方で、後者はよほど需要が多くて運行管理が難しい地域を
除いて、導入の必要があるのか疑わしい高度なシステムで
ある。これに対して、長洲町の地域公共交通活性化協議会
では、人口分布や他の公共交通サービスとの相互関係、町
財政、住民の移動パターンなどの精緻な分析、住民との継
続的な協議の末、上記2つの型のちょうど真ん中に位置す
る定時不定経路定額半デマンドレスポンス型システムであ
る長洲町きんぎょタクシーを採用した。その結果、利用
者数は路線バスサービス時の1.5以上、補助金額も2/3以
下となり、利用者だけでなく、事業者と行政といった関
係する3者共に良い効果を上げている。さらに、「簡易バス
ロケ・ローテクシステムが伝える利用者側にたった情報の
あり方」の紹介を聞いて、熊本県央の2市町では、県の助
成制度を財源に、コミュニティバスを導入している県内の
他の市町村にも広くその技術を共有できると考えられるス
マートフォン内のGPS機能を活用したコミュニティバス
向けの簡易型バスロケーションシステムの開発・導入に向
けた検討を始めた。
　このように、熊本県では地域にも身近なところに既に
ITSはあるし、身近なところから地域ITSは始まろうとし
ている。

ワークショップの模様

全体ディスカッションの模様

歩行者の利用経路

・講演のポイント
　今後進展する少子高齢社会や環境問題に対応するまちづ
くりとして、本市ではコンパクトなまちづくりを進めるこ
ととしている。このまちづくりの形成には、市内中心部に
おいて「歩いて暮らせるまちづくり」を実現する必要があ
るが、実現のために非常に重要な歩行者、自転車と言った
いわゆる「遅い交通」に対する調査解析手法は従来のパー
ソントリップ調査では、経路、正確な移動時間等のデータ
が取得できないため、GPSを利用したプローブパーソン
調査を実施し、客観的な解析を行った。また、中心部に残
された、最後の空間である道路の機能再配分、都市空間の
改変事業の際、現在の道路空間において、住民のライフス
タイルが確立し、また商店も現状に合わせた商売を行って
いることから、プローブパーソンデータにより、より具体
的に歩行者動線や回遊性、病院や商店と言った都市機能施
設へのアクセス等の改善について説明する資料となり、合
意が得られやすいものとなった。

・講演後の論議等
　熊本市において、ちょうどパーソン調査およびプローブ
パーソン調査を実施している最中で、モニター集めに苦労
しているとのことであった。本市では、国土交通省松山河
川国道事務所と協力し、数年前から渋滞予測等に使用する
ため、プローブパーソン調査を行い、モニターを募ってい
たことから、パーソン調査に伴う、プローブパーソン調査
に対するモニターの抵抗感が少なくモニターが多く集まっ
たこと、また1カ月におよぶ日常の行動データが取得でき
たこと等、調査に対する環境を整えていたことが非常に効
果的であった。
　また、費用に際しても、国の支援を受け、非常に安く調
査できた。近年、スマートフォンのアプリも開発され、ス

・その他
　地方都市では、自動車交通への依存度が高く、公共交通
のサービス水準を向上させても、一定の自動車移動は必要
となることから、中心部におけるフリンジパーキングの配
置計画にも、プローブパーソン調査を利用することが可能
である。

・今後の活動計画等
　本市では、「歩いて暮らせるまちづくり」の実現に向け、
遅い交通のネットワーク整備、適切な沿道施設の配置、沿
道プログラム、さらには公共交通の利用促進を行っている。
　沿道施設配置には、歩行者ネットワークと歩行者の媒介
中心性の解析が必要となるが、民間施設の配置に対する客
観的評価が可能であるため、商業施設や病院等の誘致に対
してもこれらのデータを使っていきたいと考えている。
　また、自動車交通に対する街路等道路整備においては、
従来から費用対効果に対するマニュアルがあり、対外的な
説明が容易であったが、遅い交通に対しては、渋滞損失等
が無いため、効果発現の数値的評価が曖昧で、整備に対し
て説明が難しかった。
　しかしながら、今後、コンパクトなまちづくりを進め
ていく上で、自動車道、歩行者道、自転車道、公共交通の
サービス水準の向上に対して財政的制約の中で、行政は一
貫性を持った説明を市民、議会等に行っていく必要に迫ら
れていることから、プローブパーソン調査とその解析を用
いてそうした説明が可能になることが望まれる。

マートフォンを利用したプローブパーソン調査ができるよ
うになっていることから、より多くのデータを安く取得で
きるようになってきている。ただ、スマートフォンを所有
していない高齢者等は、GPSロガーを貸し出してデータ
取得する必要がある。

2014年版




